
 

【表紙】  

【提出書類】 意見表明報告書の訂正報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年12月26日

【報告者の名称】 株式会社メルディアＤＣ

【報告者の所在地】 京都市山科区椥辻中在家町８番地１

(同所は登記上の本店所在地であり、実際の業務は「最寄りの連絡場

所」で行っております。)

【最寄りの連絡場所】 大阪市淀川区西宮原二丁目１番３号　ＳＯＲＡ新大阪21 ９階

【電話番号】 06-4866-5388（代表）

【事務連絡者氏名】 専務取締役執行役員経営管理本部長　　榊原　拓也

【縦覧に供する場所】 株式会社メルディアＤＣ

（大阪市淀川区西宮原二丁目１番３号　ＳＯＲＡ新大阪21 ９階）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
 

（注１）  本書中の「当社」とは、株式会社メルディアＤＣをいいます。

　（注２）　本書中の「公開買付者」とは、株式会社プレサンスコーポレーションをいいます。

　（注３）　本書中の「法」とは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）をいいます。

　（注４）　本書中の記載において、日数又は日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における日数

又は日時を指すものとします。

　（注５）　本書中の「本公開買付け」とは、本書提出に係る公開買付けをいいます。

（注６）　本書中の「本取引」とは、公開買付者が本公開買付け及び当社の普通株式を非公開化するための一連の取

引をいいます。
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１ 【意見表明報告書の訂正報告書の提出理由】

2023年12月25日付で提出した意見表明報告書につきまして、記載事項の一部に訂正すべき事項が生じましたので、

これを訂正するため、法第27条の10第８項において準用する法第27条の８第１項の規定に基づき、意見表明報告書の

訂正報告書を提出するものです。

 
２ 【訂正事項】

３　当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由

(２）本公開買付けに関する意見の根拠及び理由

②　公開買付者が本公開買付けを実施するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本取引後の経営方針

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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３ 【当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由】

(2) 本公開買付けに関する意見の根拠及び理由

②　公開買付者が本公開買付けを実施するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本取引後の経営方針

当社は、公開買付者より、公開買付者が本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過

程、並びに本取引後の経営方針につき、以下の説明を受けております。

（訂正前）

＜前略＞

イ) 事業規模拡大

建設請負事業においては、公開買付者の用地取得済物件の事業開始時期（工事着工）及び予定工事金額を

当社と共有することで、本工事にかかる人員計画の作成や前もって協力会社と連携することが可能となり、

新たな収益機会の確保と効率的な事業運営の両立が期待されることが考えられるとのことです。その他にも

公開買付者が発注している他のゼネコン等の協力会社を紹介することで協力会社を巻き込み、より大規模な

開発案件への関与が期待されるほか、公開買付者の子会社が行っている公開買付者所有マンションの大規模

改修工事を当社に新規で発注すること等についても考えられるとのことです。公開買付者は近畿圏を本拠地

とし、かつ近畿圏でのマンション供給戸数で10年以上首位を継続しており（出典：株式会社不動産経済研究

所公表の2013年から2022年までの「全国新築分譲マンション市場動向」）、数多くの発注物件を有している

とのことです。そのため、近畿圏においては公開買付者からの安定した物件の発注が可能であるため、当社

の近畿圏における事業拡大に資するとともに、九州圏においても公開買付者からの発注により当社の事業拡

大に寄与できると考えているとのことです。また、昨今の建築費高騰、人手不足の影響から発注先のゼネコ

ンが不足している状況下においては、公開買付者としても当社に発注することはメリットに繋がるものであ

り、双方にとって有益であると考えているとのことです。

 
（訂正後）

＜前略＞

イ) 事業規模拡大

建設請負事業においては、公開買付者の用地取得済物件の事業開始時期（工事着工）及び予定工事金額を

当社と共有することで、本工事にかかる人員計画の作成や前もって協力会社と連携することが可能となり、

新たな収益機会の確保と効率的な事業運営の両立が期待されることが考えられるとのことです。その他にも

公開買付者が発注している他のゼネコン等の協力会社を紹介することで協力会社を巻き込み、より大規模な

開発案件への関与が期待されるほか、公開買付者の子会社が行っている公開買付者所有マンションの大規模

改修工事を当社に新規で発注すること等についても考えられるとのことです。公開買付者は近畿圏を本拠地

とし、かつ近畿圏でのマンション供給戸数で10年以上首位を継続しており（出典：株式会社不動産経済研究

所公表の2013年から2022年までの「全国新築分譲マンション市場動向」）、数多くの発注物件を有している

とのことです。そのため、近畿圏においては公開買付者からの安定した物件の発注が可能であるため、当社

の近畿圏における事業拡大に資するとともに、九州圏においても公開買付者からの発注により当社の事業拡

大に寄与できると考えているとのことです。また、昨今の建築費高騰、人手不足の影響から発注先のゼネコ

ンが不足している状況下においては、公開買付者としても当社に発注することはメリットに繋がるものであ

り、双方にとって有益であると考えているとのことです。

不動産販売事業においては、当社が投資用分譲マンションの販売に際して外部の不動産会社に卸した場

合、卸先の会社が販売に関する利益を享受することとなる一方で、本取引実施後は公開買付者がその販売を

担うことでグループ外への利益流出を防ぐことが可能になると考えているとのことです。また、業界慣習と

して後払い決済となっている契約があることも想定され、支払い遅延や未回収リスクを抱え、資金の調整や

予測が困難となる場合や不確実な取引を行うリスクが生じる可能性がありますが、公開買付者に卸すことに

より当該リスクを軽減することが可能になると考えているとのことです。なお、既に公開買付者と当社は共

同事業として投資マンションの開発を行っており、公開買付者として当社の企業文化や人員配置等について

理解が深いと自負しているとのことです。不動産販売事業における公開買付者との協業は、他社との協業に

比べてスムーズに進み、早期のシナジー発現が期待できると考えているとのことです。

戸建分譲事業においては、公開買付者の子会社より現在グループ外の企業に発注している建築工事を当社
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に発注すること、公開買付者の子会社が行っている戸建事業における販売を当社に委託すること、当社が所

有している戸建物件の販売を公開買付者の子会社にて引き受けること等が考えられるとのことです。また、

公開買付者における戸建分譲事業の主要エリアは都心部の外周から郊外にかけてのエリアであり、一方当社

の主要エリアは比較的郊外が多いものと理解しているとのことです。エリア的に補完関係にある他、共同販

売による広告面のメリットも活かしやすい関係であると考えているとのことです。

 
（訂正前）

＜前略＞

公開買付者は、事業上の課題の一つとして、公開買付者の親会社であるオープンハウスグループとのシナ

ジー効果の発揮を挙げており、地域補完及び商品補完関係の構築等を目指し、両者の経営資源や経営ノウハウ

を融合することによる事業シナジーを発現させることを図っているとのことですが、本取引によって、公開買

付者と当社との間で、協業を図ることにより結果としてオープンハウスグループとのシナジー効果に寄与する

ことも目指しているとのことです。

 
（訂正後）

＜前略＞

公開買付者は、事業上の課題の一つとして、公開買付者の親会社であるオープンハウスグループとのシナ

ジー効果の発揮を挙げており、地域補完及び商品補完関係の構築等を目指し、両者の経営資源や経営ノウハウ

を融合することによる事業シナジーを発現させることを図っているとのことですが、本取引によって、公開買

付者と当社との間で、協業を図ることにより結果としてオープンハウスグループとのシナジー効果に寄与する

ことも目指しているとのことです。他方で、本取引により想定されるディスシナジーとして、当社においては

公開買付者と競合関係にある顧客との取引の減少が考えられるとのことですが、当該ディスシナジーを考慮し

たとしても、上記施策を実行することによるシナジーがオープンハウスグループのグループ全体としての企業

価値向上に資すると考えているとのことです。
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